


◇事業環境に関する認識と確認（経済環境）

・世界的な景気の拡大基調が継続するなか、国内、海外の荷動きは、概ね堅調に推移。

・当社は、その荷動きを的確に取り込むことで、売上高が伸長。

・連結の売上高、営業利益、経常利益は、第１四半期として過去最高。



※以下、セグメント毎の概況は、第１四半期単四半期の内容。海外の第１四半期は、１－３月期。

◇日本・・・増収、増益

・国内の荷動きを反映し、国際貨物を中心に総じて、堅調に推移。

・鉄道輸送は、自動車関連部品などの取扱いが増加したが、大阪北部地震の影響により、
運休本数が増加。

・トラック輸送は、自動車関連部品、鉄鋼などの荷動きが堅調に推移。

・海運は、機械関連の輸出やコンテナターミナル業務が伸長。

・航空は、輸出混載貨物重量が、対前年で＋３１．１％と増加。マーケットの伸び率＋１９．０％を
大きく上回る。欧州地域向けの自動車関連部品やアジア向けの電子部品、半導体製造装置の
輸出が、引き続き好調に推移。

・日本発の輸出航空貨物の重量動向と当社シェアの推移は、補足資料の１ページご参照。

・日本セグメント内の営業利益の増減に関して、決算処理を含まない参考数値だが、
事業部門ごとの傾向を示す資料として、補足資料の２ページご参照。

◇米州・・・増収、増益

為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、増収、増益。

・自動車関連や医療機器関連を中心に、航空輸出が堅調に推移。

・航空輸入、海運輸入、倉庫配送も、それぞれ取扱い増加。

・増加傾向であった費用も、顧客への転嫁と効率化による抑制が進行。



◇欧州・・・増収、減益

為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、増収、減益。

・航空輸出が自動車関連や医療機器関連で取扱いが増加し、倉庫配送業務も堅調に推移。

・イタリアでの業務失注や前年のスポット業務の反動もあり、減益。

・第１四半期の期首より、トラコンフ社が連結に加わり、売上に貢献。
利益面では、大型の新規案件立ち上げにかかる一時的な諸費用の増加と
のれんの償却のため、減益要因に。

◇東アジア・・・増収、減益

為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、増収、減益。

・航空輸出、海運輸出が堅調に推移し、自動車関連の倉庫配送やトラック輸送も伸長。

・中国におけるチャーター便規制に起因する航空利用費の高止まりは継続し、
利益面での回復に遅れ。



◇南アジア・オセアニア・・・増収、増益

為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、増収、増益。

・航空輸出で、自動車関連や電子部品、医薬品等が堅調に推移

・倉庫配送業務でも取扱いが増加。

・利用費や外注費の上昇が顕著に。

◇警備輸送・・・増収、減益

・キャッシュ・ロジスティクス・プラットフォームの拡販により、
地方金融機関からのアウトソーシングの取込みが進行。

・人件費や燃油費の上昇により、減益。



◇重量品建設・・・増収、増益

・国内外における風力発電関係の輸送・据え付けや国内の重電関連工事などが、
ほぼ計画通りに推移。

◇物流サポート・・・増収、増益

・日通商事において、石油類の販売単価の上昇により、売上が増加。

・輸出梱包業務などのロジスティクス・サポート事業も、堅調に推移。







◇適正料金収受の取組み

・第１四半期計で、２６億円の収入増加の効果、外注費の単価上昇の影響が２３億円と
増益効果は、３億円。
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◇４月２７日に発表した数値から変更なし。



◇国内

・航空貨物を筆頭に輸送需要が堅調に推移。

・利用運送費や外注費の上昇の動向、国際情勢などについては、
不確実性が高い状況が継続、下期以降の見通しが困難。

◇海外

・中国における航空規制が解除されたものの、利用費の高止まりは継続。

・他の地域でも、人件費や外注費の上昇が顕著に。

・米中の貿易摩擦など、国際物流環境における懸念も高まり。

・７月に発生した平成３０年７月豪雨（西日本豪雨）により、当社施設等も被害。

・輸送の大動脈となる鉄道や道路の寸断が相次ぎ、山陽本線の一部では、
復旧が１１月になるとの報道あり。

・７月以降、鉄道輸送などでは、売上の大幅な減少も見込まれるが、
現時点では、全体的な影響がまだ明らかになっていない。

・こうした状況を踏まえ、前回の業績予想を据え置きに。







・足元の原油価格は、依然として上昇傾向。

・燃油費単価は、期首の予想を上回って推移する見込み。

・年間での影響額は、期首予想の１２億円から、２５億円の増加に変更。






